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ＮＩＳＡ口座開設・利用状況調査結果
（平成30年９月30日現在）について

日本証券業協会

資料８
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１．NISA口座数の推移
【全証券会社対象】
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万口座 証券会社におけるNISA口座数の推移

 平成30年９月末の証券会社のNISA口座数は721万口座であり、同年６月末と比較して1.9％増加した。
 同月末の一般NISA口座数は676万口座であり、同年６月末の670万口座と比較して0.9％（６万口座）増加

した。
 他方、同月末のつみたてNISA口座数は45万口座であり、同年6月末の37万口座から21.6％（８万口座）と

大幅に増加した。



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

10.8%

12.2%

15.6%

17.9%

19.8%

21.2%

22.9%

24.1%

25.0%

25.8%

26.6%

27.7%

28.6%

29.5%

30.3%

32.5%

33.5%

34.4%

45.6%

50.7%

54.6%

3月末 6月末 12月末 3月末 6月末 9月末 12月末 3月末 6月末 9月末 12月末 3月末 6月末 9月末 12月末 3月末 6月末 9月末

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

0%

20%

40%

60% 一般NISA つみたてNISA

 平成30年９月末の証券会社の一般NISA口座における投資未経験者の割合は34.4％であり、同年６月末の
33.5％と比較して、0.9ポイント増加した。

 他方、同月末のつみたてNISA口座における投資未経験者の割合は54.6％であり、同年６月末の50.7％と比
較して、3.9ポイント増加した。

２．投資未経験者の割合
【全証券会社対象】

※ 一般NISAの「投資未経験者」は、報告のあった証券会社において平成25年４月１日以降に証券総合口座を開設した者と、
つみたてNISAの「投資未経験者」は、報告のあった証券会社において平成29年10月１日以降に証券総合口座を開設した
者としている。また、それぞれの割合は勘定設定口座数をベースに計算している。
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投資未経験者の割合の推移
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３．20歳代～40歳代の口座数の割合
【全証券会社対象】

 平成30年９月末の証券会社の一般NISA口座における20歳代～40歳代の割合は合計で29.8％であり、同年
６月末の29.6％と比較して、0.2ポイント増加した。

 他方、同月末のつみたてNISA口座における20歳代～40歳代の割合は合計で67.9％であり、同年６月末の
67.3％と比較して、0.6ポイント増加した。
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20歳代～40歳代の口座数の割合の推移

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代

一般NISA 3.9％ 10.7％ 15.2％ 16.3％ 22.1％ 21.5％ 10.2％

つみたてNISA 14.8％ 27.7％ 25.4％ 14.9％ 9.7％ 6.2％ 1.4％

一般NISA及びつみたてNISA口座数の年齢別内訳（平成30年９月末）

※ それぞれの割合は勘定設定口座数をベースに計算している。
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 平成30年勘定における証券会社の一般NISA口座での購入額は、９月末時点で1兆6,729億円であった。
 累計購入額は９兆6,968億円であり、同年６月末の累計購入額９兆3,886億円と比較して、3.3%増加した。
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累計購入額
９兆6,968億円

４．一般NISA口座での購入額の推移
【全証券会社対象】

※ 端数処理（四捨五入）の関係で、総額と内訳が一致しない場合がある
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５．つみたてNISA口座での購入額の推移
【全証券会社対象】

証券会社のつみたてNISA口座における購入額の推移

 平成30年勘定における証券会社のつみたてNISA口座での購入額は、９月末時点で350.2億円であり、同
年６月末時点の購入額191.3億円と比較して、83.1％増加した。
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ジュニアＮＩＳＡ口座開設・利用状況調査結果
（平成30年９月30日現在）について

日本証券業協会
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証券会社のジュニアNISA口座数の推移
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 平成30年９月末の証券会社のジュニアNISA口座数は162,579口座であり、同年６月末と比
較して、6.7％増加した。
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１．ジュニアNISA口座数【全証券会社対象】
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累計購入額
745.4億円

２．ジュニアNISA口座での購入額
【全証券会社対象】

 平成30年勘定における証券会社のジュニアNISA口座での購入額は、９月末時点で282.1億円であった。
 累計購入額は745.4億円であり、同年６月末の累計購入額678.0億円と比較して、9.9％増加した。

※ 端数処理（四捨五入）の関係で、総額と内訳が一致しない場合がある
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日本証券業協会

第11回日本証券サミット等の
開催について

資 料 ９
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１．日本証券サミットの概要

1

１．開催趣旨

本協会では2008年から、日本への投資、海外企業の日本市場への上場、海外証券会社・金融機関
の日本市場への進出を促進することを主な目的として、「日本証券サミット」の開催等日本市場の海
外向けPRのための活動を実施している。（参考参照）
平成30年度においても、日本の経済、証券市場について海外の投資家・市場関係者の理解を深め
ることを念頭に、海外の主要国際金融センターにおいて、第11回日本証券サミットを開催することと
したい。

２．第11回日本証券サミット（案）

１） 開催時期： 2019年3月4日（月）

２） 開催都市： 英国 ロンドン

３） 会場： マンションハウス

４） 主な趣旨・目的

① 現地の機関投資家、金融関係者等に対し、日本経済の見通し、成長戦略を紹介するととも
に、投資対象、取引・ビジネスの場としての日本の魅力をアピールする。

② 日本からの参加者には、現地の機関投資家の動向、証券ビジネスの現状、金融規制改革と
その証券業務への影響等につき、直接現地の情報を得る機会を提供する。

③ SDGsに関する基調講演やパネルを通じた情報発信・意見交換を行うことで、我が国証券業
界のSDGsへの貢献に関するプレゼンスの向上を図る。

④ 関係者との対話を通じて、市場・業界間のネットワーク、リンケージ強化を図る。
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１．日本証券サミットの概要
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５） プログラム案（別紙参照）

• 主なトピックとして以下を取り上げる予定。
 日本経済の展望（含．金融政策、財政状況、国債市場、国際情勢（英国のEU離脱等）や人口
動態の変化の影響等）

 成長戦略への取組み
 コーポレートガバナンス
 生産性向上に向けた取組み（含．労働市場改革）

 国際金融センターとしての取組み、課題
 ESG投資、サステナブル・ファインナンスへの取組み
 高齢化社会における金融の役割

６） 主な参加者

• 現地の証券会社・金融機関、機関投資家、ファンド･マネージャー、会計・法律専門家等証券市
場関係者、政府当局、情報ベンダー、メディア、大学・シンクタンク等の研究者

７） 共催/協賛機関（案）

- 現地の証券業協会（国際資本市場協会（ICMA））
- 日本取引所グループ
- その他関係機関、情報ベンダー等



© Japan Securities Dealers Association. All Rights Reserved.

１．日本証券サミットの概要
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３．関連イベント

１） サブイベント（ロンドン）

日本証券サミットの翌日に、ESG投資（SDGs、サステナブル・ファイナンスを含む）に関する情報・

意見交換を行う以下のイベントを開催することとしたい。

① 概要

会議名： FT ESG Conference（仮称）

タイトル案： ESG Investments: 
Unlocking Returns For Issuers and Investors in Japan, Asia and Europe 

（ESG投資：日本、アジア、欧州の発行体と投資家に価値と収益を解き放つ）

日 時： 2019年3月5日（火） 14:00-18:00

会 場： ロンドン証券取引所

主 催： フィナンシャル・タイムズ／日本経済新聞社
協 賛： 日本証券業協会、日本取引所グループ

② 目的・主な参加者
日本のESG投資、SDGsに関する取組みを現地のセルサイド、バイサイドの市場参加者に

紹介する。主な参加者は現地の機関投資家、金融機関、評価機関、コンサルティング企業、

研究者及び日本の発行体企業などを想定。
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１．日本証券サミットの概要
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３．関連イベント（続き）

２） 現地市場等の視察

会員のニーズに応じて、現地市場の主要な業界関係者を訪問し、Brexitの行方、欧州及び英国

の経済・金融市場の動向と見通し、金融規制の影響、日本経済に対する見方、サステナビリティ

投資に関する投資家の動向等に関する情報・意見交換のための会合／面談を行う視察ツアー
を開催することとしたい。

以 上
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２．ウェブサイトの開設

5

ICMAのイベントページ

https://www.icmagroup.org/index.php/even

ts/japan-securities-summit/

登録ページより、必要項目を入力して

参加登録が可能。

https://www.icmagroup.org/index.php/events/japan-securities-summit/
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（別紙） プログラム概要
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13:30 歓迎の辞 国際資本市場協会（ICMA）チーフ・エグゼクティブ マーティン・シェック

13:35 開会挨拶 日本証券業協会 会長 鈴木茂晴

13:40 基調講演 TBD

13:55 基調講演 TBC：英国政府又はシティ関係者

14:10 リードスピーチ 経済財政諮問会議委員 伊藤元重氏

14:25-
15:40

パネルディスカッション1 

「日本経済：持続的成長
に向けた道のり」

モデレーター：

 エコノミスト グローバル予測・カントリーアナリシス部長 ジョン・ファーガソン氏

パネリスト：

 アジア開発銀行研究所エコノミスト 根本直子氏

 財務省理財局国債企画課国債政策情報室長 大畠大氏

 日本銀行欧州統括役 河合祐子氏

 野村インターナショナル リサーチ・ヘッド ケビン・ゲイナー氏

16:00 基調プレゼンテーション 東京証券取引所代表取締役社長 宮原幸一郎氏

16:15-
17:30

パネルディスカッション2 

「ロンドンと東京：人と産
業を惹きつける持続可能
な市場」

リードスピーカー／討議者：

 バークレイズUK 会長 ジョン・マクファーレン氏

モデレーター：

 スカンジナビスカ・エンスキルダ・バンケン（SEB） UKヘッド（元シティ・ロードメイヤー） ロジャー・ギフォード 卿

パネリスト：

 金融庁総務課国際証券規制調整官 園田周氏

 大和証券専務取締役 田代桂子氏 （他調整中）
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（参考）日本証券サミット開催実績
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回 数 日 程 開催地 会 場 基調講演者/ゲスト 共催機関 協賛/協力機関 来場者数

第1回 2008年
1月21日
～22日

ロンドン Hotel
Renaissance 
Chancery Court

 竹中 平蔵 氏
(慶應義塾大学教授)

国際資本市場協会
(ICMA)

 東京証券取引所グ
ループ

 Euroweek

約350名
(2日間のべ)

第2回 2009年
3月5日

香港 Four Seasons 
Hotel

 奥田 碩 氏
(トヨタ自動車相談役)

香港証券業協会
(HKSA)

なし 約300名

第3回 2010年
3月10日

シンガポール Fullerton Hotel  坂根 正弘 氏
(コマツ 代表取締役会長)

 キショー・マブバニ 氏
(シンガポール国立大学リー・
クワンユー・スクール学長)

なし なし 約215名

第4回 2011年
3月1日

ニューヨーク SIFMA 
Conference 
Center

 芦田 昭充 氏
(商船三井代表取締役 取締
役会長)

 ダグラス・ピーターソン 氏
(シティバンク COO)

米国証券金融市場
協会(SIFMA)

 Thomson Reuters
 Tradeweb
 JETRO

約180名

第5回 2013年
2月5日

ロンドン Drapers Hall  斉藤 惇 氏
(日本取引所グループ 取締役
兼代表執行役グループCEO)

 ロジャー・ギフォード 氏
（シティ・ロード・メイヤー）

国際資本市場協会
(ICMA)

 日本取引所
グループ(JPX)

 The Japan Society
 Euroweek

約280名

第6回 2014年
3月6日

ニューヨーク SIFMA 
Conference 
Center

 古澤 満宏 氏
(財務省財務官)

米国証券金融市場
協会(SIFMA)

 日本取引所
グループ(JPX)

 財務省
 日本経済新聞社

約230名
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（参考）日本証券サミット開催実績（続き）
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回 数 日 程 開催地 会 場 基調講演者/ゲスト 共催機関 協賛/協力機関 来場者数

第7回 2015年
2月11日

ロンドン
(ベルリン)

Mansion House  伊藤 元重 氏
(東京大学大学院教授)

 浅川 正嗣 氏
(財務省 国際局長)

 デビッド・ピリング 氏
(FTアジアエディター)

 ロジャー・ギフォード 氏
(元シティ・ロード・メイヤー)

国際資本市場協会
(ICMA)

 日本取引所グルー
プ(JPX)

 The Japan Society
 Euroweek

約280名

第8回 2016年
3月10日

ニューヨーク
(トロント)

SIFMA 
Conference 
Center

 森 信親 氏
(金融庁長官)

 清田 瞭 氏
(日本取引所グループ グルー
プCEO)

米国証券金融市場
協会(SIFMA）

 日本取引所グルー
プ(JPX)

 Nikkei Asian 
Review

 トムソン・ロイター

約200名

第9回 2017年
3月8日

ロンドン
(ルクセンブ
ルグ)

Mansion House  リチャード・ノックス 氏
(英国財務省審議官)

 伊藤 元重 氏
(経済財政諮問会議員)

 清田 瞭 氏
(日本取引所グループ グルー
プCEO)

国際資本市場協会
(ICMA)

 日本取引所グルー
プ(JPX)

 投資信託協会
 トムソン・ロイター
 Global Capital

約250名

第10回 2018年
2月7日

ニューヨーク SIFMA 
Conference 
Center

 森 信親 氏
(金融庁長官)

 古澤 満宏 氏
(国際通貨基金副専務理事)

 鈴木 彩果 氏
(国際連合事務総長室 戦略
企画・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ部門 ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ)

米国証券金融市場
協会(SIFMA)

 日本取引所グルー
プ(JPX)

 投資信託協会
 トムソン・ロイター
 日本貿易新興機
構(JETRO)

約230名

* 開催地の（）内は、近隣都市で講演会等を開催した都市。
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